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目標：2011年度に国・地方の基礎的財政支出の黒字化

要対応額：16.5兆円程度→うち▲14.3～▲11.4兆円程度を歳出改革により対応

歳出改革によって対応できない要対応額（2～5兆円）については歳入改革で対応

社会保障について
は、過去５年間の
改革（国の一般会
計予算ベースで
▲1.1兆円（国・地
方合わせて▲1.6

兆円に相当）の伸
びの抑制）を踏ま
え、今後５年間に
おいても改革努力
を継続することとさ
れたところ。

歳出・歳入一体改革（骨太の方針2006）



○ 社会保障の機能強化のために追加的に必要な公費負担は、消費税率に換算して2015年3.3～3.5％程度 2025年6％程度
（注１）経済前提Ⅱ―１（医療の伸び率ケース①）、医療・介護B2シナリオの場合。
（注２）税方式を前提とした場合には、2015年に6～11％程度、2025年で9～13％程度。

○ 社会保障制度を将来にわたって持続可能なものとし、同時に必要な機能の強化を実現していくために、あるべき給付・サービ
スの姿を示し、それを実現していくための改革の全体像を明らかにしながら、必要な財源を安定的に確保していくための改革に
真剣に取り組むべき時期。

速やかに社会保障に対する安定的財源確保のための改革の道筋を示し、国民の理解を得ながら具体的な取組に着手すべき。

「制度の持続可能性」を確保していくことは引き続き重要な課題であるが、今後は、同時に、必要なサービスを保障し、国民
の安心と安全を確保するための「社会保障の機能強化」に重点を置いた改革を進めていくことが必要。

１．社会保障改革の基本的視点

２．社会保障の機能強化のための改革として、主に以下の対応が必要

３．社会保障の機能強化に向けて

高齢期の
所得保障

・低年金・無年金者
対策の強化

・急性期医療の充実強化、重点
化、在院日数の短縮化

・機能分化・機能連携による早期
社会復帰等の実現
・在宅医療・介護の場の整備と
サービスの充実
・マンパワーの充実確保

医療・介護・福祉
サービスの改革

尐子化・次世代育成
支援対策

・親の就労と子どもの育成
の両立を支える支援

・すべての子どもと子育て家
庭への支援
・新たな制度体系の構築

セイフティネット機能の強化

制度に対する信頼の回復・国民目
線に立った改革の実施

社会保障国民会議最終報告（概要）


